
平成２２年度 一般監査について

東北地方整備局

平成２２年度において、東北地方整備局管内１３の事務所（管理所を含む。）及び建政

部を対象に実施した「一般監査」について、その結果を取りまとめましたので公表いたし

ます。

監査は、事務の合理的運営、官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的として

行っているものであり、平成２２年度は以下のとおりの一般監査を行いました。

１．監査項目

（１）全地方整備局共通重点項目

① 行政情報の管理等について

② コンプライアンス ～官紀の保持・不正行為の防止等について～

（２）東北地方整備局監査重点項目

① 適正かつ円滑な事業の執行について

② 事故防止の取組について

③ 職員の健康管理・保持増進について

④ 業務改善による経費節減について

⑤ 入札・契約業務の執行状況について

（３）その他通常項目

① 事務関係

② 工事関係

③ 用地関係

（４）推奨事例

２．監査日程

平成２２年７月２１日から平成２３年１月１９日まで

３．監査対象事務所

一般監査については、３年間ですべての事務所を一巡する計画で実施しており、平

成２２年度においては管内４２事務所のうち１３事務所及び建政部について監査を行

いました。

なお、一般監査の結果、事態が重大でかつ急を要すると認める事項はありませんで

した。
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はじめに

本報告書は、平成２２年度において実施した一般監査結果を取りまと

めたものである。

監査は、地方整備局監査規則（平成１３年１月６日国土交通省訓令第

７９号）第２条に基づき、事務の合理的運営、官紀の保持及び不正行為

の防止に資することを目的として実施している。

そのうち一般監査は、同規則第６条に基づき定期的に行うことと定め

られており、平成２２年度においては、東北地方整備局管内の１３の事

務所（管理所を含む。）及び建政部を対象に実施した。

その結果、同規則第１３条に基づく「事態が重大でかつ急を要すると

認める事項」はなかった。また、同規則第１５条に基づき局長あて復命

した内容について、同規則第１６条第２項に基づく「局長からの指示」

に該当する事項はなかった。

本報告書については、一般監査の対象となった事務所だけでなく、す

べての事務所において今後の業務の参考として活用されることを切望す

るものである。
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第１ 監査の実施

１ 基本方針

一般監査の実施にあたっては、「地方整備局監査規則」及び「東北地方整備局監査実施

要領」に基づき、次の事項を監査の重点項目とし、その他の項目を通常項目として監査を

実施した。

さらに、入札及び契約業務に関して、「入札及び契約に関する監査の強化・充実につい

て」（平成２０年８月６日大臣官房総括監察官通知）に基づき、入札・契約業務における

不正行為の監視を行うための入札契約監査を実施した。

２ 重点項目

（１）全地方整備局共通重点項目
① 行政情報の管理等について

② コンプライアンス ～官紀の保持・不正行為の防止等について～

（２）東北地方整備局監査重点項目
① 適正かつ円滑な事業の執行について

② 事故防止の取組について

③ 職員の健康管理・保持増進について

④ 業務改善による経費節減について

⑤ 入札・契約業務の執行状況について

３ 監査実施事務所

管内における一般監査については、３年間ですべての事務所を一巡する計画で実施して

おり、今年度においては４２事務所中１３事務所及び建政部について、対象期間を平成２

１年度から監査実施日までとして実施した。

なお、平成２２年度における一般監査実施事務所は、次表のとおりである。
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監査実施事務所
監 査 官 等

及び監査日

高瀬川河川事務所 主任監査官 入札契約監査官
７月２１日～２２日 監査官（２名）

玉川ダム管理所 主任監査官 入札契約監査官
７月２８日～２９日 監査官（２名）

月山ダム管理所 主任監査官 入札契約監査官
８月３日～４日 監査官（２名）

長井ダム工事事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

８月２４日～２６日 企画部 情報通信技術課 建設専門官

胆沢ダム工事事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

９月７日～８日 用地部 用地企画課 用地官

酒田港湾事務所 港湾空港情報管理官
９月３０日～１０月１日 港湾空港部 品質確保室長

港湾空港部 品質確保室 業務審査係長

鳴瀬川総合開発調査事務所 主任監査官 入札契約監査官
１０月６日 監査官（２名）

能代河川国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

１０月１３日～1５日 用地部 用地対策課 用地官

郡山国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

１０月２０日～２１日 企画部 情報通信技術課 建設専門官

釜石港湾事務所 港湾空港情報管理官
港湾空港部 品質確保室長

１０月２５日～２６日 港湾空港部 品質確保室 業務審査係長

盛岡営繕事務所 主任監査官 入札契約監査官
１１月８日～９日 監査官（２名）

岩手河川国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

１１月１０日～１１日 企画部 情報通信技術課 建設専門官

福島河川国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

１１月１７日～１８日 用地部 用地企画課 用地官

建 政 部 主任監査官 入札契約監査官
１月１８日～１９日 監査官（２名）
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第２ 重点項目に関する監査

１ 行政情報の管理等について

（１）監査目的
行政機関が保有する情報については、国民への説明責任を果たすための情報公開や、

保有する個人情報の保護のため適正な管理を行うこととされている。

また、その流失により関係者に対して不利益を与えるだけではなく、行政事務の遂

行上支障を生じさせるおそれがあることから、情報セキュリティの確保等情報管理の

徹底に努めているところである。

加えて、行政文書の管理についての法的な規律を明確にし、適切な公文書の管理体

制の確立等を目的とする「公文書等の管理に関する法律」が平成２１年６月に成立し、

平成２３年４月から施行されることとなっている。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 行政文書の適切な管理・保管

② 個人情報の保護の厳正な運用

③ 情報セキュリティポリシーの遵守

（３）監査結果

① 行政文書の適切な管理・保管

「地方整備局文書管理規則」及び「東北地方整備局事務所等文書管理細則」等に

基づく、適切な管理体制の構築、行政文書ファイル管理簿への登録、文書保存及び

文書廃棄状況等を確認した。

監査の結果、文書の管理体制については、すべての事務所において主任文書管理

者、文書管理者及び文書管理担当者の役割を認識し、「総合的文書管理システム」

を利用しての「行政文書ファイル管理簿」へのデータ入力についても、概ね適切に

行われていた。

また、保存文書との整合、保存期間の延長及び文書の廃棄については、例年１１

月に実施されている「国土交通省文書整理月間」等を利用し、事務所の実情に応じ

概ね適切に行われていたものの、一部の事務所において取組に不足が見受けられた。
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② 個人情報の保護の厳正な運用

監査では、個人情報保護制度の職員への周知状況、「国土交通省の保有する個人

情報の適正な管理のための措置に関する指針及び開示請求等に係る審査基準」等に

基づく台帳等の整備状況、個人情報の取得にあたっての利用目的の明示状況及び個

人情報が含まれている文書の廃棄状況について確認した。

監査の結果、個人情報保護制度の職員への周知については、綱紀粛正対策委員会、

幹部会及び朝会等の場を利用し周知され、個人情報の取得にあたっての利用目的の

明示については、アンケートの実施、イベントへの参加申込及び期間業務職員の採

用面接時における面接カード作成時等において適切に行われていた。

しかしながら、保有個人情報取扱状況記録台帳の整備等については、複数の事務

所において取組に不足が見受けられた。

なお、個人情報が含まれている文書の廃棄については、速やかなシュレッダー処

理や機密文書として職員立ち会いのもとの運搬・焼却処分等適切に処理が行われて

いた。

③ 情報セキュリティポリシーの遵守

「国土交通省情報セキュリティポリシー」を遵守するための具体的な手順として

策定された「東北地方整備局セキュリティポリシー実施手順書」に基づく、適切な

組織体制の構築、管理及び運用並びに職員への周知状況等を確認した。

監査の結果、「情報セキュリティ対策に係る組織体制の整備及び教育」について

は、支部体制表の作成周知、外部委託先へ実施させるセキュリティ対策周知が概ね

実施されているが、職員及び期間業務職員への教育については、複数の事務所にお

いて取組に不足が見受けられた。

「情報の利用・保存・移送及び消去」については、要保護情報の流出や紛失、盗

難等につながるような情報の取扱いは確認されなかった。

なお、セキュリティ・システム担当課が貸与等の使用管理を一元的に行っている

暗号化機能付きＵＳＢメモリを使用する取組や基本的に外部記録媒体を使用しない

ことを申し合わせて所内周知を行っている取組が見られた。

「情報システムに係る台帳整備」については、すべての事務所において構成や利

用者を特定するための台帳が作成整理されていた。

「不正プログラム対策」については、すべての事務所においてウィルスソフトや

セキュリティパッチの最新化等の対策に取り組んでいた。

「電子計算機及び端末に係る安全対策」については、サーバ室への立入制限や入

退室管理簿による記録、モバイルやノート型パソコン借用時の所定様式に基づく事
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務処理について概ね実施されているが、一部の事務所において取組に不足が見受け

られた。

なお、モバイルパソコン等の貸出・返却時の所定のメンテナンス及びノート型パ

ソコンのセキュリティワイヤ固定の安全対策は、すべての事務所で適切に行われて

いた。

（４）監査意見

① 行政文書の適切な管理・保管については、一部の事務所において、保存期間満

了後廃棄処分を行うまでの間、一時的な対応という理由で通常の保存文書と混在

したままとなっているものが見受けられたが、区別して保存し適切に廃棄された

い。

また、「行政文書ファイル管理簿」へのデータ登録についても、インターネッ

ト上で一般の閲覧に供されていることに鑑み、今後とも適切に対応されたい。

② 個人情報の保護については、「国土交通省の保有する個人情報の適正な管理の

ための措置に関する指針及び開示請求等に係る審査基準」等に基づき、保有個人

情報取扱状況記録台帳等を適切に整備されたい。

③ 情報セキュリティポリシーの遵守については、全体的には重大な問題点はなく

概ね適切に取り組まれていたものの、一部の事務所において次のような取組を行

うよう指示した。

・情報セキュリティ対策に係る職員への教育について、説明会や教育ツールの

イントラネット掲載等の方法を用い、期間業務職員を含め教育周知の取組を

行われたい。

・職員用端末の最適化について、委託業務による作業のみでなく更新プログラ

ム等の配信の都度、職員自ら実施するよう指導されたい。

・電子計算機及び端末に係る安全対策について、サーバ室への立入制限や入退

室管理簿による記録、モバイルやノート型パソコン借用時の所定様式に基づ

く事務処理等適切に実施されたい。

今後とも取組には万全を期すとともに、これらセキュリティポリシー推進には

職員の意識向上が不可欠であり、更なるセキュリティ教育普及の充実も重要であ

る。

また、要保護情報を移送した事例はなかったが、今後事例が出てきた場合の許

可申請の徹底、要保護情報の漏洩やウイルス感染対策として、外部記録媒体の取

扱管理強化等積極的な取組を行うことが必要である。
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２ コンプライアンス ～ 官紀の保持・不正行為の防止等について ～

（１）監査目的
国家公務員は、透明かつ公正な行政運営を図るべく倫理を保持し、不正な行為によ

り国民からの信用を失墜することのないよう、官紀の厳正な保持が求められており、

国民からの疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、国民の信頼を確保することを

目的とした「国家公務員倫理法」及び「国家公務員倫理規程」が平成１２年４月から

施行されている。

また、東北地方整備局の「発注事務に関するコンプライアンス・マニュアル」につ

いても、平成１８年１０月の策定以来随時改正され、携帯用の「コンプライアンスカ

ード」の全職員への配布、平成２１年４月の改訂による発注担当職員が業者と対応す

る際のルールの厳格化、不当な働きかけの防止制度の拡充等、厳正な業務運営と職員

の服務・規律の確保に取り組んでいるところである。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① コンプライアンスの周知状況

② 公益通報制度の周知状況

③ 不当要求行為等に対する対応状況

（３）監査結果

① コンプライアンスの周知状況

「国家公務員倫理法」、「発注者綱紀保持規程」及び「コンプライアンス・マニュ

アル」等の職員への周知状況を中心に確認し、また、「綱紀粛正対策委員会の活用

状況」や「職員による非違行為の未然防止の取組状況」、「セクシャル・ハラスメン

トの防止対策状況」等について、職員への周知状況に加えて具体的な取組状況を確

認した。

特に、本年度は職員の倫理感のかん養及び保持に係る取組状況並びに発注者綱紀

保持に係る取組状況に関する、事務所長等の幹部職員等の意識及び取組について「個

別ヒアリング」を実施した。

監査の結果、倫理法をはじめとする法律、規則等の周知については、朝会・幹部

会等の会議、文書形式あるいはメールによる回報等、様々な方法により全職員へ確

実に周知が図られていた。

また、関係文書をファイリングして総務係に設置し、いつでも見ることができる

状態にしている事務所も見られた反面、第１四半期に開催が定められている「綱紀



- 7 -

粛正対策委員会」が、未開催の事務所がごく一部ではあるが見受けられた。

幹部職員等への個別ヒアリングについては、すべての事務所長及び一般監査対象

事務所の副所長等合計５５名を対象に、国家公務員倫理法等に係る取組状況、発注

者綱紀保持に関する取組状況、官製談合防止法に係る取組状況、独占禁止法に係る

取組状況について実施した。

いずれの事務所長及び副所長も、コンプライアンス・官紀の保持に関して強い関

心を持っており、「自分の事務所からは不祥事を発生させない」という決意が感じ

られた。

なお、すべての質問に関する平均正解率は９６％となっている。

ヒアリングを通じて、多くの事務所において、官紀の保持及び不正行為の防止に

ついて次のような取組を行っていることが明らかになった。

・綱紀粛正対策委員会、幹部会、朝会等を通して、官紀の保持、不正行為の防止

を実現するためそれぞれに工夫を行いながら取り組んでいた。

・「発注事務に関するコンプライアンス・マニュアル」に事務所独自の留意事項

を追記し、関係職員の共通認識形成に役立てていた。

・コンプライアンスカード、倫理カードの携行を確認し、携行していない職員へ

はコピーを再配布するなどの対応をしていた。

・各種週間等にあわせて、外部講師を招いて講習会等を実施している事務所があ

った。

・諸会議の情報源として、新聞記事の他に、事務所長会議の資料を活用していた。

② 公益通報制度の周知状況

平成１８年４月１日付けで「公益通報者保護法」が施行され、同日付けで国土交

通省においても「国土交通省の公益通報に係る事務処理要領」が制定された。

また、この事務処理要領は、最新の平成２１年５月２１日を含め３度にわたり改

正されており、これら制度の周知状況と公益通報がなされた際の対応方法等につい

て確認した。

各事務所ともその方法は様々であるが、職員への周知は図られていたものの、一

部において、周知・公益通報が行われた場合の対応に不明確さが見受けられた。

③ 不当要求行為等に対する対応状況

不当要求行為等の発生を未然に防止し適切に処理することにより、職員の安全と

事務事業の円滑かつ適正な執行を確保することを目的に、平成２１年９月に制定さ

れた「東北地方整備局不当要求行為に関する対応要領」及び「不当要求行為対応マ

ニュアル」に基づき、不当要求行為等への対応状況、記録体制の整備状況、関係機

関との連携状況、不当要求防止責任者の選任及び講習の受講状況等の取組状況を確

認した。

各事務所とも、所内会議、幹部会及び朝会等その方法は様々であるが、職員への
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周知は適切に図られていた。

不当要求防止責任者の選任の届出を複数名で行っている事務所もあり、また、所

轄の警察署とも連携を緊密にしていた。

講習の受講については、多くの事務所において受講済みとなっていた反面、講習

会の開催タイミングが合わず、受講したくてもできないケースも見受けられた。

なお、不当要求防止責任者の中には、前任地と現任地と二度にわたり講習を受講

している職員も見られた。

（４）監査意見

① 綱紀粛正対策委員会は、「職員における綱紀粛正の徹底を図り、不祥事等の発

生の未然防止及び発生後の適正かつ迅速な対応を図ることを目的」として、すべ

ての事務所に設置されている。

会議は毎年度第１四半期に開催するものとされ、前述の目的達成のため

一、服務規律の確保

二、公務員倫理の保持

三、発注事務に係る綱紀保持

四、業務処理の適正化

五、セクシュアル・ハラスメントの防止

六、情報管理の徹底

七、飲酒運転及び交通事故・交通法規違反の防止

八、その他

の項目等について、各種情報の共有化とその周知徹底を図ることが求められてい

る。

各事務所においては、綱紀粛正対策委員会の目的等を再認識し、適時適確な委

員会の開催を図られたい。

② 平成１８年度に制定された公益通報制度は、頻繁に発生する案件ではないもの

の、その対応方法が通常の業務とは大きく異なっている。

整備局のイントラネット「ねっとこむとうほく」にも「公益通報関係」のコー

ナーを設け、各部又は各事務所に情報が寄せられた場合の対応方法がケース毎に

記載されているので、各職員とも再度確認願いたい。

③ 不当要求行為等事案が発生した場合に速やかに対応できるよう、今後とも対応

体制の整備と確認及び関係機関との緊密な連携を図られたい。

④ コンプライアンス全般にわたる職員の知識、理解を深めるため、事務所独自で

の講習会等の開催を検討されたい。
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３ 適正かつ円滑な事業の執行について

（１）監査目的
国土交通省直轄工事における発注者の責任と建設生産システムのあり方の基本的な

方向を示すものとして、平成１８年９月「国土交通省直轄事業の建設生産システムに

おける発注者責任に関する懇談会」の「中間とりまとめ」において、発注段階では予

見不可能であった諸問題が工事現場において発生した場合に、対処に必要な発注者の

意思決定に時間を費やし、実働工期が短くなり工事等の品質が確保されないケースが

発生しているとの指摘がなされている。

このような指摘を踏まえて、より円滑な事業執行に向け「工事調整会議」の開催、

「ワンデーレスポンス」の試行、土木工事を対象とした「工事請負契約における設計

変更ガイドライン（案）」及び「工事一時中止に係るガイドライン（案）」の策定が行

われてきたところである。

さらに、平成２２年度の所管事業の執行にあたっては、「平成２２年度国土交通省

所管事業の執行について」（平成２２年４月１日付け国土交通事務次官通知）を受け

て発出された「事業の適正な執行について」（平成２２年４月１３日付け企画部長通

知）に基づき、一層の計画的な事業執行、適正な工期及び履行期間の確保等が求めら

れているところである。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 工事発注後の設計変更に係る対応状況

② 施工プロセスの確保状況

③ 環境行動計画の実施状況

（３）監査結果

① 工事発注後の設計変更に係る対応状況

入札及び契約に関する監査の強化として、工事契約の中で特に変更増額が３０％

程度を超える工事、工期が著しく延長となった工事（一部一時中止の内容）を抽出

し、設計変更に係る対応を中心に確認した。

監査の結果、設計図書で条件明示されている部分については、指示書･協議書等

が適切に取り交わされていた。

また、監督員と発注担当課との報告・連絡・相談も適切に行われ、「変更伺い」

や「工事の一時中止」の手続きなども適切に行われていた。
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② 施工プロセスの確保状況

「工事調整会議」、「ワンデーレスポンス」及び「設計変更審査会」の実施状況並

びに平成２０年３月に策定された「工事請負契約における設計変更ガイドライン

（案）」、「工事一時中止に係るガイドライン（案）」の周知、活用状況等を確認した。

監査の結果、「工事調整会議」、「ワンデーレスポンス」及び「設計変更審査会」

については、重要な工事又は必要な工事において適切に実施されていた。

なお、一部の工事においては、「工事請負契約における設計変更ガイドライン

（案）」等の周知に不足があったため十分に活用されていない事務所が見受けられた。

③ 環境行動計画の実施状況

「環境行動計画２００８」（平成２２年３月改定）等に基づく「ゼロエミッショ

ンへの対応」、「環境学習の推進」及び「建設リサイクルの推進」等の実施状況等を

確認した。

河川管理関係では、堤防除草で発生した刈草を梱包し、周辺地域の畜産農家等に

無償で提供する取組や、ダム管理関係においては、発生した流木材を公園のベンチ

や歩道のマルチング材に再利用する他、薪材として地域住民の希望者に無料で提供

するなどの「ゼロエミッション」への対応が見られた。

環境学習の推進では、「知ってなっとく！公共事業」の一環で、ほとんどの事務

所において、地元高校生や地域の方々に直接社会資本整備のあり方をアピールする

などの取組が行われていた。

河川改修工事にあたって、工事に関わる請負者に対して環境配慮の勉強会を実施

するなど、着手前にレポート作成の協力を求めた上で「環境配慮宣言」のもと工事

着手させるなどの取組も行われていた。

（４）監査意見

適切な施工プロセスの確保と適正な設計変更に向けた取組の強化が必要な状況

であることから、以下の内容について対応されたい。

・設計変更にあたっては、条件明示事項と照合したうえで、適正に協議に応じる

よう留意されたい。

・工事書類の作成にあたっては、簡素化の観点から、必要以上の作成を求めない

よう留意されたい。

・「工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」等の周知が不足している

事務所においては、担当職員へのコピーの配布等工夫しながら再度所内周知を

図られたい。
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４ 事故防止の取組について

（１）監査目的
平成２１年度の工事事故は１３０件で、過去最多を記録した平成２０年度の年間発

生件数１４２件に次ぐ結果となっている。

工事事故防止を図るには、引き続き工事関係者全員の安全意識の高揚を図り、基本

動作や安全ルールの徹底、危険予知とその対策等、各種事故防止対策を積極的に推進

していくことが必要であり、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 工事事故の発生状況

② 「平成２２年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて」（平成２２年４月７日付け企画部長通知）の周知及び取組状況

③ 工事事故防止対策状況（事故防止対策委員会等の開催、安全パトロール

の実施等）

④ 事務所独自の取組事例（推奨事例の把握・普及）

⑤ 工事事故発生時における対応状況

（３）監査結果

① 工事事故の発生状況

平成２１年度の工事事故発生件数は、全体で１３０件となり、過去最多の事故件

数であった平成２０年度の１４２件を若干下回ったものの、死亡者が昨年を上回る

４名となるなど、高止まりの状態で推移している。

原因別分類では、最も多いのが昨年度同様に「交通災害」であり、約３割を占め

ている。

特異な項目としては、飛来落下事故が平成２０年度までは７件程度であったもの

が平成２１年度は２３件と３倍以上に増えたことである。

これは法面上でのアンカー緊張ジャッキの滑落、コンクリート取壊しにおけるコ

ンクリートブレーカーの落下、大型土嚢の落下、トンネル切羽からの岩塊落下等、

近年では希な事故が発生したことによるものである。

監査では、作業の質の向上を重視した作業計画の徹底や、各種安全点検チェック

リストの確認、安全教育の開催状況、安全パトロールの実施状況等について確認し

た。
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② 「平成２２年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて」の周知及び取組状況

建設工事事故防止のための重点対策の策定、周知、実施及び対応状況等を確認し

たところ、発注者が実施する内容については、適切に周知し対応していた。

③ 工事事故防止対策状況（事故防止対策委員会等の開催、安全パトロール

の実施等）

各事務所とも「事故防止対策委員会」が設置され、総会や安全パトロール、安全

大会等の活動を行っており、適正に実施していた。

また、「工事事故防止対策の強化について」（平成２２年８月２日付け企画部長通

知）に基づく総括監督員が参加しての「緊急現場総点検」についても、適切に周知

し徹底されていた。

工事事故発生件数の推移
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④ 事務所独自の取組事例（推奨事例の把握・普及）

新直轄事業を担当している事務所においては、トンネルや長大橋の工事が複数発

注されていることから、「請負者による連絡協議会」が組織化され、同工種を含め

各工事の相互安全パトロールが開催されていた。

また、安全パトロール時に、副所長又は担当課長からの「事故防止・安全に関す

る講話」を開催し、安全への認識を深めていた。

⑤ 工事事故発生時における対応状況

各事務所において、各種工夫した安全対策に関する措置や意識高揚の取組が行わ

れていた。

しかしながら、一部の工事では、安全訓練の実施が会議方式のみとなっているも

のや、工事の施工計画書に記載される緊急時連絡体制のうち、連絡順序や役割分担

が不明確なものが見受けられた。

また、発注者側においても、工事事故の発生時における速やかな報告が行われて

いない事例が見受けられた。

（４）監査意見

① 平成２３年１月末現在の工事事故は９６件で、平成２２年１月末の１００件と

比較しても高止まりの状態となっており、死亡事故も４件発生していることから、

引き続き工事関係者全員の安全意識の高揚を図り、基本動作や安全ルールの徹底、

危険予知とその対策等、各種事故防止対策を積極的に推進されたい。

さらに、平成２１年度及び平成２２年度における工事事故発生状況を鑑みて、

作業手順書のさらなる徹底、現場配置技術者等の兼任度合いの確認等、特に重点

を置いた点検に努められたい。

② 工事及び業務の施工計画書の記載内容で、緊急時連絡体制の連絡順序や役割分

担が明確となっていないものがあり、施工計画書の提出時に明確にするよう指導

するとともに、緊急時連絡体制の確認を安全訓練に取り入れられたい。

③ 事故が発生した場合における報告について、一部の事務所において、決められ

た方法により報告されていないものが見受けられたため、受注業者及び職員への

再周知・徹底を図られたい。
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５ 職員の健康管理・保持増進について

（１）監査目的
職員の心身の疾病の発生を予防することにより、生涯にわたる健康な生活を実現す

るため、国家公務員法第７３条の能率増進計画に基づく「国家公務員福利厚生基本計

画」及び人事院規則１０－４「職員の保健及び安全保持」等に基づき健康の管理、保

持増進を図り、その重要性についても積極的に普及啓発を実施しているところであり、

次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 心の健康づくり

② 生活習慣病の予防対策

③ 健康診断の実施状況

④ 超過勤務に係る健康管理

⑤ 受動喫煙防止対策

⑥ 職場の環境衛生対策

（３）監査結果

① 心の健康づくり

② 生活習慣病の予防対策

例年１０月に実施されている「国家公務員健康週間」における取組状況を主に確

認したが、外部講師による講話、ＤＶＤ・ビデオ視聴、担当職員による講習会の実

施等適切な取組が行われていた。

また、体力測定、動脈硬化測定及び骨密度測定を組み入れるなど工夫した取組も

見られた。

なお、メンタルヘルスについても、外部カウンセラー及び内部カウンセラーの配

置や講話・講習会の開催、相談日の周知や管理職員への相談の実施、事務所イント

ラネットへの関連資料の掲出等工夫した取組が行われていた。

③ 健康診断の実施状況

各種通知等に基づく、一般定期健康診断、特別健康診断（自動車等の運転を行う

業務等）、ＶＤＴ健康診断、自操運転者の健康診断、婦人科検診及び期間業務職員

の健康診断等の実施状況について確認したが、いずれについても適切に行われてい

た。

また、健康診断後の結果通知、再検査及び指導区分の通知についても、実情に即

し速やかに行われていた。
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なお、毎月実施されている健康管理医による健康相談についても、職員の参加を

促すため、メール・庁内放送での周知に加え直接の声がけなどきめ細やかな呼びか

けを行ったり、健康診断時のデータにより個別に健康指導が行えるよう工夫した取

組が行われている事務所も見られた。

④ 超過勤務に係る健康管理

長時間の超過勤務に伴う面接指導や臨時の健康診断の実施について確認したが、

毎月の超過勤務時間を適時に把握し、該当者があった場合は所属長及び本人に連絡

するなど適切な対応が行われていた。

⑤ 受動喫煙防止対策

「職場における喫煙対策に関する指針」等に基づく取組状況を確認したが、すべ

ての事務所において対策が実施されており、庁舎外の喫煙室又は空間が分離された

喫煙室の設置が行われていた。

なお、「世界禁煙デー」に庁舎内完全禁煙を試行し、職員にアンケート調査を行

うなど工夫した取組も見られた。

⑥ 職場の環境衛生対策

各事務所の設備状況に応じて必要となる空気環境測定や執務室内の照度測定状況

について確認したが、一部の事務所において取組に不足が見受けられた。

（４）監査意見

職場の環境衛生対策として、空気環境及び執務室内等の照度については、「人

事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）」、「人事院規則１０－４（職員の

保健及び安全保持）の運用について」、「事務所衛生基準規則」及び「職場におけ

る喫煙対策に関する指針について」等に基づき、各事務所の空気調和設備や喫煙

室等の設置状況に応じ、その測定を行いながら適切な環境を維持するよう努めら

れたい。
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６ 業務改善による経費節減について

（１）監査目的
予算の効率的執行については、「平成２２年度国土交通省所管事業の執行について」

（平成２２年４月１日付け国土交通事務次官通知）に基づき、節減合理化等を効率的

に実施するとともに、平成２２年度の大幅な予算の削減に伴い、なお一層の経費節減

が求められているところである。

これらのことを踏まえ、「業務改善による経費節減」の観点から次の項目について

監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 業務改善、効率的業務執行状況

② 電気、水道及び通信費等の節減対策

③ 用紙類の使用に係る節減対策

④ 不用品・廃棄物の処理対策

（３）監査結果

① 業務改善、効率的業務執行状況

ア）ＩＴ（電子決裁・イントラネット・ホームページ等）の活用について

ホームページ等のＩＴ活用については、「集中豪雨時の河川水位状況」、「冬季

における峠の道路情報」及び「放流時の情報提供」等、多くのユーザーから求め

られている情報をリアルタイムで提供できるようリニューアルが図られていた。

また、登録すれば、携帯電話に川と道路の大雨、洪水、通行規制情報等を配信

するメールサービスを整備している事務所も見られた。

事務所独自のイントラネットシステムを構築し、職員の情報共有ツールとして、

各種情報の周知や集約に活用している事例が見られた。

電子決裁システムの活用について、利用率が、平成２１年度の５６％から平成

２２年度の１６％まで下がった事例が見受けられた。

電子決裁システム等のＩＴの活用等により、今後ともさらなる業務の効率化に

努められたい。

イ）電子納品について

抽出した工事及び業務について提出状況を確認した結果、事前に電子納品に関

する協議が取り交わされており、「電子と紙での二重提出」等による受注者との

トラブルもなく、成果品についてのウィルスチェックも行われており適切に処理

されていた。

また、最終的に提出された電子成果品については、所内担当課が全発注課のと
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りまとめを行っており、「保管管理システム」へ登録のうえ、電子媒体（副）を

東北技術事務所あてに適切に送付していた。

ウ）事務所独自の取組について

河川管理担当職員の技術力向上と、河川管理業務の高度化・コスト縮減等を目

指して、河川管理担当者による検討会を重ねる中、平成２０年度から伐採処分費

のコスト縮減として、地域住民の希望者に対し公募型で伐採木を無償で配布する

という効率的効果的な手法が提案・実行されている事務所があった。

また、職員によるボランティアとして、定期的に事務所敷地や周辺道路の清掃

作業等を実施している事例、事務所独自の「環境マネジメントシステム」を運用

し、工事等における環境対策、光熱費等の経費節減及び廃棄物の減少・分別に積

極的な取組を行っている事例があった。

② 電気、水道及び通信費等の節減対策

光熱水道等の経費節減については、庁舎で使用する電気の一般競争の導入をはじ

め、きめ細やかに取り組んでいる事例が多数見られた。

所内職員には、年度当初の所内会議等を利用し、「始業前・昼休み時の消灯」、「Ｏ

Ａ機器及び空調設備の節電」等各種節減実施方法について周知徹底を図っていた。

また、固定電話及び携帯電話の通信料金について、使用状況を確認しながら定期

的にプランの見直しを行い、最も経済的なプランで契約を行っていた。

③ 用紙類の使用に係る節減対策

会議資料の見直し、両面コピーの推奨、ミスコピー紙の再利用（機密文書等を除

く）、集約印刷及びコピー機へのコピー単価表示等各事務所とも工夫した取組を行

っていた。

④ 不用品・廃棄物の処理対策

不用となった物品等の計画的な売払いや、廃棄物について、分別回収を行い再生

資源として活用させるなど事務所の実情に応じ適切に行っていた。

（４）監査意見

業務改善及び経費節減については、「国土交通省所管事業の執行について」（国

土交通事務次官通知）基づく取組を含め各事務所において工夫した取組を実施し

ているところである。

予算や事業の執行等に対しては、地域の方々から期待や厳しい目が向けられて

いることに鑑み、今後とも計画的な執行、節減合理化に向けた取組に努められた

い。
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７ 入札・契約業務の執行状況について

（１）監査目的
入札契約監査は通常の業務監査とは別に、入札・契約における不正行為等の監視の

ため、入札・契約業務の執行手続、特に工事契約に関する発注、設計・積算、監督な

どを主な監査対象項目として実施した。

なお、入札契約監査官は、水門設備工事に係る入札談合等に関する調査報告書

（平成１９年６月１８日）に記載された「当面の入札関係不祥事の再発防止対策」の

一環として設置されたものである。

（２）監査対象項目

① 入札・契約手続運営委員会の規則制定・開催状況

② 予定価格等の情報管理状況

③ 入札・契約業務の執行状況

④ 工事契約における執行状況

⑤ 物品管理・取得の執行状況

⑥ 事業者等に対する応接状況

（３）監査結果

① 入札・契約手続運営委員会の規則制定・開催状況

・ すべての監査対象事務所では、入札・契約手続運営委員会規則を制定し委員

会を設置していた。

・ 競争参加資格の決定及び競争参加資格の有無等の調査審議を目的とする委員

会は、定期又は随時に開催され、業者選定の公平を確保するために取り組んで

いた。

・ 委員会規則の構成委員と実際の構成委員を確認したところ、一部の事務所に

おいて規則と異なっていたので、「入札・契約手続運営委員会設置要領準則」

等を参照したうえでの規則改正を指示した。

② 予定価格等の情報管理状況

・ 予定価格や価格積算内訳書の作成過程及び手順を確認したが、作成作業の段

階から慎重な情報管理に留意していた。

・ 予定価格は入札執行の直近に作成するなど、作成時期についても工夫してい

た。

・ 秘密文書として取り扱われている予定価格及び価格積算内訳書等は、落札又

は決定まで契約担当課長により厳重に保管されていた。
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・ 設計・積算担当課から契約担当課への予定価格や価格積算内訳書の受渡し

は、秘密文書送付一覧表を作成し行うことになっている。監査した一部の課で

は送付一覧表を作成することなく行われていたので、送付一覧表を作成し受渡

しを行うよう指示した。

③ 入札・契約業務の執行状況

・ 契約措置請求書や支出負担行為決議書等の決裁にあたっては、役割に応じて

チェックを行うなど正確な業務執行に取り組んでいた。

・ 監督職員は、工事の請負契約ごとに監督命令書により適任者を任命していた。

・ 受注者に対する監督職員の通知は、監督職員通知書に基づき工事の請負契約

ごとに遅滞なく行われていた。

・ 検査職員は検査命令書により適任者を任命し、検査時期や検査内容を記載し

た調書の作成等適切に行われていた。

・ 契約書に基づき受注者から提出される現場代理人通知書等の契約関係書類

は、行政文書としての決裁・整理に留意していた。

・ 工事契約で工期を超えての履行遅滞について確認したが、工期を超えた事例

はなかった。

・ 契約内容に係る情報の公表については、閲覧方式、ホームページ方式（入札

情報サービス〈PPI〉と連動を含む）など監査した各事務所で工夫して行われ

ていた。一部の事務所ではホームページでの公表内容の一部が「工事中」と表

示され、公表されていない状況であった。公表事項や時期は定められているの

で、公表手続きに基づき公表するように指示した。

④ 工事契約における執行状況

・ 変更増減額（３割程度）の大きい工事契約の執行状況を確認したが、監督職

員と設計・積算担当課との連携・調整は積極的に行われていた。

・ 請負工事監督検査事務処理要領の監督業務の分類に従い任命されている監督

職員の業務執行状況を確認したが、連携しながら監督業務に取り組んでいた。

・ 指示書や協議書に基づく現場代理人等事業者との打合せ事項は、文書化され

スピーディーに取り組まれていた。

⑤ 物品管理・取得の執行状況

・ 現場発生品については、工事現場発生品調書の作成や数量の確認、物品管理

担当官への通知など滞ることなく行われていた。

・ 物品管理担当官は取得した売払物品について、契約担当官と調整し計画的に

売払手続を実施していた。

・ 物品等の入札方式は、原則として一般競争方式で実施し競争性の向上に努め

ていた。

・ 物品等納入の検収検査は、検査に任命された職員により、品目や数量をチェ

ックのうえ納品書に基づき行われていた。
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⑥ 事業者等に対する応接状況

・ 事業者との応接については、一部の事業者が有利又は不利となることがない

よう留意して取り組んでいた。

・ 現場代理人等事業者との応接場所は、原則として、受付カウンター、打合せ

コーナー、会議室などオープンな場所で行われていた。出張所においてもオー

プンな場所で行われていた。

・ 庁舎エントランスに名刺入れを設置したり、庁舎玄関や積算担当課等の執務

室入口に入室制限を周知するための掲示を行うなど、情報管理の観点から合理

的な入室制限を実施していた。

（４）監査意見

・ 入札及び契約の過程並びに契約内容の透明性をより一層向上させる観点か

ら、契約内容に係る情報の公表及び公表手続が定められているので、公表事

項の契約情報は、定期的に点検及び確認し適切な公表に努めること。

○以下については、引き続き適切に取り組まれたい。

・ 入札・契約手続運営委員会は、工事・建設コンサルタント業務等の業者選

定の公平を確保するために設置されているものであり、適切な調査審議に努

められたい。

・ 予定価格や価格積算内訳書については、作成から保管を含め落札又は決定

まで、常時、厳重な取扱いとされたい。

・ 事業者への対応は、常に公平かつ適正に行うこととされたい。

・ 発注者と受注者は施工現場情報の迅速な共有化を図り、工事における品質

の確保に努められたい。
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第３ 通常項目に関する監査

１ 事務関係

（１）勤務時間管理・給与関係

監査では、主に、出勤簿、休暇簿及び超過勤務命令簿等の整理状況並びに通勤手当

の認定及び事後確認状況について確認した。

各事務所においては、各項目とも概ね適切に実施され、特に、通勤手当の事後確認

については、定期券やプリペイドカード等の写しを添付して定められた時期に適切に

行われていたが、超過勤務命令簿への勤務内容の記載については、より具体的な記載

とするよう留意されたい。

また、平成２２年度から新たに実施された「超過勤務手当の支給割合の引上げ」、「超

勤代休時間制度」及び「超過勤務命令簿様式の変更」等についても、所内説明会を開

催したり該当者にきめ細やかに確認するなど、事務所の実情に即し工夫した取組が行

われていた。

なお、一部の事務所において、年次休暇取得日数が極端に少ない職員が見受けられ

たため、年次・特別休暇の取得しやすい環境づくりや計画的な取得に努められたい。

（２）超過勤務縮減対策関係

職員の健康保持の観点から、各事務所における「超過勤務の縮減に向けた当面の取

り組みについて」（平成２２年５月１７日付け局長通知）の取組状況、特に前年比で

縮減が図られている事務所の特徴等を確認した。

監査の結果、すべての事務所に共通となるような「超過勤務縮減」の取組は見受け

られなかったが、それぞれの事務所で以下のような取組を行い、積極的に超過勤務の

縮減を図っていた。

・超過勤務縮減に関して、事務所長はじめ３副所長、各課長・出張所長が「事務所

全体として取り組む」という共通認識を持って臨み、前年比で目に見えての縮減

が図られていた。

・超過勤務の事前命令及び翌日の確認が体制として確立されており、加えて、朝会

で状況報告を行い、必要性や命令時間について事務所長自らが再度確認していた。

・幹部朝会で、超過勤務時間が週１０時間以上、また、水・金曜日の命令があった

場合は所属長が業務内容等を報告していた。

・毎週月曜日に超過勤務命令簿を総務課に集め、実績を集計するとともに、事前命

令の確認も併せて行っていた。

・朝会終了後、事務所長、各副所長及び総務課長で、前週の超過勤務実績を確認し、

実績の多い所属長には担当副所長から注意喚起を行っていた。

・機会ある毎に「超過勤務縮減」に言及し、結果的に平成２０年度から年度を追う
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毎に縮減が図られていた。

・所内会議等において「定時退庁日」の定時退庁を職員に周知するとともに、終業

時刻１５分前に所内職員にメールを送信し周知を行っていた。

その反面、次のような問題点も見受けられた。

・ごく一部ではあるが、月１００時間を超える超過勤務命令が常態化しているケー

スが見受けられたので、職員の健康管理の観点からも、管理職が適切に健康管理、

超過勤務管理を行うよう指示した。

各事務所におかれては、前述の局長通知に記されている

① 適正な勤務時間管理の徹底等

② 業務改善等の一層の推進

③ 超過勤務の縮減に向けた意識の改革

等を再確認し、事務所長・管理所長をはじめ全職員が、超過勤務縮減という共通認識

を持ち、大原則である「事前命令」等超過勤務縮減に結びつくあらゆる方法に取り組

むことにより、１時間でも超過勤務を縮減するようさらに努力されたい。

（３）安全管理関係

職員の安全管理については、「人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）」、「国

土交通省職員健康安全管理規則」等に基づき危険防止等の措置が講じられているとこ

ろであり、監査では、例年７月に実施されている「国家公務員安全週間」における取

組状況、安全運転管理者及び整備管理者の手続状況並びに安全装備等の保有状況につ

いて確認した。

国家公務員安全週間では、避難・初期消火訓練、安全運転講習会、救命講習会、車

両点検講習会及び職場内安全点検等が行われ、また、安全管理者による現場における

安全対策の講習会を開催するなどの工夫も見られた。

安全運転管理者及び整備管理者の手続についても、各事務所の実態に即し適切に行

われていた。

また、現地調査を行う場合の職員への安全装備品について、各自が装備するもの及

び班ごとに携帯するものとに区分しながら配備し、貸与についても持出日及び返却日

を記入するなど記録簿を備え付け管理している事務所が見られた。

（４）庁舎管理関係

監査では、主に、「国土交通省庁舎の管理に関する訓令」及び「庁舎等管理責任者

の代理者の選任及び補助者の指定並びに火気責任者の指名に関する基準」に基づく手

続状況、消防法に基づく危険物保安監督者等の選任状況並びに防犯対策の実施状況に

ついて確認した。

庁舎等管理責任者の代理者及び補助者並びに火気責任者の指名については、各事務

所とも上記基準に基づき、平成２１年１０月１日付けで適切に手続が行われていた。

また、危険物保安監督者の選任については、該当する施設（灯油３０，０００㍑以
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上貯蔵する地下タンク等）を保有する事務所においては適切に選任しており、実情に

応じて危険物取扱責任者を独自に定めている事務所も見られた。

防犯対策については、庁舎の施錠状況、鍵の管理及び貸与状況並びに最終退庁者の

確認状況について確認したが、いずれの項目についても、各事務所の実態に即し適切

に行われていた。

なお、ほとんどの事務所において機械警備を導入し、庁舎の防犯対策の徹底を図っ

ていた。

（５）公用車使用関係

監査では、「東北地方整備局公用車使用規則」及び「東北地方整備局におけるタク

シーの使用等に関する基準」等に基づき、主に、公用車使用の手続状況、委託車両使

用上の禁止事項等の徹底状況及びタクシー乗車券の使用・確認状況等について確認し

た。

各事務所とも、規則等に基づき適切に事務処理が行われており、特に、委託車両使

用に係る指揮命令系統については、使用伝票の内容に変更が生じた場合、必ず担当職

員及び車両管理責任者を経由し、又は担当職員の補助者及び車両管理責任者の代理者

を活用し、実態に即し適切に行われていた。

また、公用車の配車状況を随時イントラネットに掲示し、使用者（使用希望者を含

む）と担当職員間の連絡調整に役立つよう工夫した取組も見られた。

（６）行政サービス関係

監査では、主に、例年５月に実施されている「さわやか行政サービス推進月間」で

取り組んでいる総点検項目について、その状況を確認した。

各事務所においては、案内標識や庁舎内案内図、車椅子使用者用駐車施設等も設置

され、期間業務職員を含めたすべての職員が名札を着用していた。

また、庁舎内案内図やホームページ等において各課等の担当業務内容やダイヤルイ

ンの電話番号を掲示したり、受付業務を担当する期間業務職員を主な対象として「接

遇に関する説明会」を開催しきめ細やかに指導するなど工夫した取組も見られた。

２ 工事関係

（１）新技術活用関係

公共工事等に関する優れた技術は、公共工事等の品質の確保に貢献し、良質な社会

資本の整備を通じて、豊かな国民生活の実現及びその安全の確保、環境の保全・良好

な環境の創出、自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものであり、優れた

技術を継続的に創出していくためには、民間事業者等により開発された有用な新技術

を公共事業等において積極的に活用していくことが重要である。（抜粋：「公共工事等

における新技術活用の促進について」（大臣官房技術総括審議官通知））
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このようなことから、別に定められている「公共工事等における新技術活用システ

ム」に基づいた活用状況を確認した結果、ほとんどの事務所で前向きな取組みを行っ

ていた。

主な採用事例を以下に示す。

・「ニードフルマット」を利用した防草シート（維持工事）

・「３次元ＭＣグレーダー」、「ＧＰＳによる盛土締め固め管理システム」等ＩＣＴ

に関わる発注者指定型の採用

・「コンクリート製品搬送据付装置（リフトローラ）」

・「多目的ＦＲＰ製基礎」、「ＦＴマッドキラー工法」、「手摺り先行足場」

・施工者希望型での「ＧＰＳ自動追尾転圧締め固め工法」等の情報化技術

新技術は、コスト縮減の面からも有利なものも多いことから、東北技術事務所と連

携を図るなど、今後とも活用促進に向けて積極的に取り組まれたい。

（２）コスト縮減関係

総合的なコスト構造改善の推進として、平成２０年度以降の新たなプログラム「国

土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」に基づき総合的なコスト構造改善を積

極的に推進し、次の取組により平成２０年度から５年間で総合コスト改善率１５％以

上（平成１９年度比）を達成することを目標とされている。

① 原則として、全工事を対象にコスト縮減に努めること。

② インハウスＶＥを推進し、より効果的な工事コストの縮減に努めること。

③ 民間技術を積極的に活用し、長寿命化を重視した維持管理の最適化に努めるこ

と。

監査では、事務所全体での計画から設計、工事、管理における新技術の活用状況や

コスト縮減対策への取組状況を確認し、推奨事例の把握普及に努めることとしており、

施策に基づいたコスト縮減や独自の工夫等について、各事務所における具体的な取組

状況を確認した。

監査の結果、すべての事務所において、工事の計画・設計手法の見直しを行うため

の「インハウスＶＥ」を実施していた。

工事段階でのコスト縮減も含めた主な取組事例を以下に示す。

・湖岸堤除草処分費の低減のための梱包化による家畜肥料への活用

・放流バルブの漏水防止対策に伴うシーリング交換にあたり、疲労前に事前予防対

策としてパテ補修を行うなどのアセットマネジメントの実践

・受変電設備の電源の更新にあたり、従来型の交換目安７年蓄電池に替え長寿命型

蓄電池（１５年保持）を採用

・他工事で使用し不用となるコンクリート基礎を、通信ポールの基礎として再利用

するなど工事現場発生品の積極的な再利用

・現地確認のうえ再使用可能と思われる既存の物件（誘導ブロック、樹木等）の再

利用
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・天井点検口の設置箇所数を減らす取組

・遠隔操作による堤防除草

コスト縮減については、前述したように平成１９年度と比較して１５％の総合コス

ト改善率を達成することを目標とされていることから、引き続き努力すること。

３ 用地関係

（１）公共用地の円滑及び適切な取得

① 事業担当部局との連携について

用地担当課と事業担当課との連携については、年度当初及び予算要求時等定期的

に、又は懸案発生時等随時に行われる打合せが適宜適時に実施され、事業担当課と

の情報共有と意思統一が図られていた。

事業計画説明会、用地取得関係説明会等においても用地担当と事業担当の双方が

出席して連携を図っており、説明会に先立って懸案の予測を行いより円滑な説明を

するなどの工夫も見られた。

関係機関との打合せにおいても、用地担当課が主務となり打合せの場を持つなど、

積極的に事業担当課との連携構築に向けた取組も見られた。

② 土地収用手続の適正な活用について

事業認定調整会議については定期的に開催し、収用手続に係る事務について事務

所全体の共通認識としていた。

また、事業認定要件判断表の活用により事前に問題点の抽出を行うなど、円滑な

手続に向け取り組んでいた。

③ 未取得土地の計画的な処理について

処理件数から判断すると必ずしも芳しい状況ではないが、策定されている処理計

画に基づき着実に処理を進めていた。

また、当該処理計画を更に詳細にした案件毎の担当を定め処理を進めている状況

等も確認できた。

今後とも中断することなく処理を進められたい。

④ 繰越案件等の移転状況等の確認等について

適時に移転状況の確認を行うなど、移転工程管理を適正に行っていた。

⑤ 工事用地の管理及び供用後の図面の引継について

工事用地管理については、事業担当課を通じた境界杭設置依頼、出張所による現

地安全対策の実施を行っていた。
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供用後の図面引継ぎについては、未取得土地処理の関係から用地担当課が継続保

管している状況も一部見受けられた。

⑥ 「修正率」による補償金算定の状況について

用地協議期間の確保により円滑な用地取得のため本年度から導入した「修正率」

による補償金額の算定については、関係通知を遵守し適正に行われていた。

（２）用地取得に係る不正防止対策

① 不当要求行為に対する組織全体による取組について

関係通知に基づき、年度当初に連絡体制及び役割分担が策定されていた。

策定された連絡体制及び役割分担を担当者へ周知し、また、事務所の幹部職員全

員が暴対講習を受講するなど、組織的な取組が見られた。

② 不正行為の防止に係る組織全体による取組について

関係通知及びマニュアルに基づき、用地取得事務の各段階での多段階チェックが

行われていた。

交渉前の決裁や、二人以上による用地交渉も徹底されていた。

直接用地取得契約事務に携わらない者による事前の物件確認及び完了検査の実施

等、地方整備局独自の不正防止対策も徹底されていた。

本年度九州地方整備局で発生した用地取得における不正事件を踏まえ、今後とも

組織的なチェック及び各種不正防止対策への不断の取組が必要である。

③ 金券類の管理について

土地売買契約等に必要となる収入印紙については、受払簿により管理が徹底され

ていた。

印紙の購入に際しても、契約金額や時期をもとに購入しており、多額高額の保有

をできるだけ回避するよう経理担当課と連携して取り組んでいた。

（３）補償コンサルタント業務等の発注手続状況

① 発注手続採用方式の決定状況について

事業工程及び進捗、業務履行箇所の特色等を踏まえ、適切な発注方式により手続

を行っていた。

② 「用地関係資料作成整理等業務」の業務履行状況について

本年度から導入した業務委託であるが、的確な業務の必要性のもと業務が履行さ

れていた。

業務履行における指示承諾行為も、仕様書等を遵守して行われていた。



- 27 -

第４ 推奨事例

１．【「コンプライアンス・マニュアル」の事務所運用（案）の作成・活用】

（胆沢ダム工事事務所）

東北地方整備局が作成している「発注事務に関するコンプライアンス・マニュアル」

の「Ⅲ 発注事務の各段階における留意点」に、事務所での運用に係る注意事項を赤書

きで追加した「胆沢ダム工事事務所運用（案）」を作成周知し、契約事務の情報共有化

を図るとともに、より確実な手続を行うために有効活用していることは評価できる。
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２．【危機管理対策としての携帯電話不感地帯解消の取組】（玉川ダム管理所）

管理所周辺が携帯電話の不感地帯となっていることから、洪水体制時や国道の災害発

生時における危機管理対策として、平成２０年度から関係機関と協議を重ねる中、管理

所所管の光ケーブル等の貸し出しの提案により、平成２２年４月から一部区域の不感地

帯解消が実現した。

ダムや国道沿線地域の危機管理及び防災対策への取組として評価できる。

３．【独自に工夫した広報・広聴活動】（酒田港湾事務所）

予算が制約されている中で、より効率的に広報等を行うべく、港内の港湾施設、港湾

業務艇及び各施設で取り扱われる貨物等をわかりやすく説明するため、事務所職員によ

り工夫された紙芝居方式の資料が作成され、地域の学校・団体（県外を含む。）を対象

にした総合学習・出前講座（１０回）、各種イベント（４回）の説明に使用するなど、

積極的に活動していることは評価できる。
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４．【事務所独自のイントラネットシステムの構築・活用】（郡山国道事務所）

事務所独自のイントラネットシステム「知恵袋」を職員自ら構築し、所内の情報共有

ツールとして各種情報の周知や集約、データ・様式等の掲示場所として活用していた。

また、このシステムの運用、更新等についても適時に職員自ら行っており、その体制

づくりについても業務改善及び経費節減対策の取組として評価できる。


